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企業リスクマネジメントの史的展開に関する一考察
―保険プロフェッションと会計プロフェッションの役割について―
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1 はじめに
企業リスクマネジメントには，保険管理型リスクマ
ネジメントから生成発展した米国流のリスクマネジメ
ントと 1990年代の後半から始まった経営戦略型のリ
スクマネジメントという 2つの潮流がある。前者を伝
統的リスクマネジメント（以下「伝統的 RM」と表
記），後者を現代的リスクマネジメント（以下「現代
的 RM」と表記）と呼ぶことにする。伝統的 RMと現
代的 RMというのは時代の新旧による区分ではなく，
その内容による分類である。伝統的 RMは損失のみ
を生じる純粋リスクを主たる対象とするのに対して，
現代的 RMは利益を生じることもある投機的リスク
を含めるのがその違いである。
前者は米国において世界でも類のない発達をみてい
ること，後者は「リスクの統合的な処理」と「全社的
なリスクマネジメント」がその特徴である。現代的
RMは米国においてもそれほど普及しているとはいえ
ない状況である。それは伝統的 RMと現代的 RMは
非連続のものであり，パラダイムシフトとも言うべき
ものだからではないか。伝統的 RMがリスクマネ
ジャーのものであるとすれば，現代的 RMは経営者
あるいは役員レベルのものであると言われる。同様の＊ 専修大学商学部准教授
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言い方をすれば，伝統的 RMは保険プロフェッショ
ンによるものであるのに対して，現代的 RMは会計
プロフェッションによるものであるという側面がある
のではないか。企業リスクマネジメントの史的展開を
保険プロフェッションと会計プロフェッションの役割
という観点から検討することは，現代的 RMの意義
や方向性を明らかにすることにもなるであろう。
会計プロフェッションとリスクマネジメントの関係
は 1970年代に遡るが，会計プロフェッションにかつ
てない大きな影響を与えたのはトレッドウェイ委員会
支援組織委員会（以下「COSO」と表記）が 1992年
に公表した『内部統制の統合的枠組み』1）（以下
「COSO1」と 表 記）で あ る。COSO1は 会 計 プ ロ
フェッションをリスクマネジメントの世界に深く巻き
込むものであったが，それにもかかわらず，2004年
に『全社的リスクマネジメント』2）（以下「COSO2」
と表記）が出されるまでは，両者の関係は必ずしも明
確ではなかった。そのようにして COSO1が COSO2
になるのに 12年もかかったのは何故であろうか。
結論として導出されるのは，第一に，現代的 RM
と COSO1は，同様の時代背景の下にあったとはい
え，その出自も発展経路も別々のものであったこと，
第二に，同じ会計事務所の業務であったにもかかわら
ず，部門が分かれていたために両者が交差することは
なかったこと，第三に，COSO1が COSO2（現代的
RM）になるにはそれなりの「熟成期間」が必要で
あったということ，そして第四に，現代的 RMにお
ける会計プロフェッションの役割はますます重要にな
るであろうということである。
なおプロフェッションの定義は後で述べるとおりで
あるが，ここでは保険プロフェッションとは保険会
社，ブローカー，代理店などの専門職とリスクマネ
ジャーなどからなる保険業界人と保険学界人，会計プ
ロフェッションとは監査人，内部監査人，監査役，
CFOなどからなる会計業界人と会計学界人であると
する。
2 伝統的リスクマネジメント
2．1 リスクマネジメントと保険
米国流リスクマネジメントのルーツは保険管理型リ
スクマネジメントであったとされるが，それは単に
ルーツにとどまるものではなく，現在に至るまで，米
国流リスクマネジメントは保険と密接に結びついた形
で発展してきており，保険もしくは広い意味での保険
業界との関係なしには米国流リスクマネジメントを語
ることはできない3）。
米国でリスクマネジメントが未曾有の発達を遂げた
ことと，損害保険が保険料割合で全世界の 4分の 1を
占めるほど普及していることとはパラレルの関係にあ
るものである。米国流のリスクマネジメントは損害保
険とは表裏の関係にあり，損害保険会社とブローカー
と保険購入者団体の三者が一体となって作り上げてき
たものである。中でも保険購入者団体の存在は他国に
はみられないユニークなものであり，それこそが伝統
的 RMの隆盛をもたらす原動力となったものである。
ちなみに Snider（1991）はリスクマネジメントの
発展段階を，保険購入者団体が名称を変更した時期に
合わせて，①初期段階（1955～），②移行段階（1965
年～）そして③国際化段階（1975年～）という 3つ
の段階に区分している。保険購入者団体はリスクマネ
ジメントに関する世界一の団体であるが，その名称は
「北米リスクおよび保険協会（Risk and InsuranceMan-
agement, Inc. : RIMS）」であり，いみじくもリスクと
保険の二文字が冠されている。また米国の大学もしく
は大学院における保険学の講座名が，1960年代以降
は「リスクおよび保険」になったという事実も両者の
関係を示唆するものである（武井，1983，p.192）。
2．2 保険購入者団体の役割
米国初の近代的な損害保険会社として INA（The In-
surance Company of North America）が創立されたの
は 1794年である。19世紀の後半には各種の傷害保
険，盗難保険，賠償責任保険が発売され，火災保険の
担保範囲も次第に拡大されて，1910年代には自動車
保険や労災補償保険なども登場した。こうした保険の
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普及とともに，1920年代までには大手企業による保
険部門の設置が一般的となった（藤田，1997，pp.56―
58）。しかし 1930年代以前は，リスクの問題が認識さ
れることはなく，既存の保険を「買うか売りつけられ
るか」していたにすぎなかった（武井，1983，
p.189）。
1929年の世界大不況により，米国企業は経営の合
理化を迫られ，保険料も厳しいコストカットの対象と
なった。そうした保険の見直しや保険料の節減などの
管理がリスクマネジメントの出発点であり保険管理型
リスクマネジメントと呼ばれる所以である（亀井，
1987，pp.5―6）。保険への懐疑からニューヨーク州の
保険購入者が 1932年に設立したのがニューヨーク州
保険購入者協会（Insurance Buyers of New York）で
ある4）。この組織は 1935年に全国組織であるリスク
研究協会（Risk Research Institute, Inc.）に吸収され，
リスク研究協会は 1951年に全米保険購入者協会（Na-
tional Insurance Buyers Association, Inc.）に引き継が
れ，この協会が 1955年にアメリカ保険管理協会
（American Society of Insurance Management, Inc. :
ASIM）となり，1975年には現在の RIMSとなった。
シュナイダー教授は初期段階の始まりを ASIMが誕
生した 1955年としている。それはその年，シュナイ
ダー教授が中西部保険購入者協会の講演会において提
示したリスクマネジメントとリスクマネジャーの概念
が大きな反響を呼び，保険購入者や保険マネジャーさ
らにはアメリカ経営者協会（American Management
Association）などの広く支持するところとなったから
である（Snider, 1991, pp.153―154）。同教授が提唱し
たのは① ASIMはリスクマネジメントを基本理念とす
べきこと，②企業は保険だけでなく損失予防，産業安
全，従業員の福利厚生にまで責任をもつ統合的な部門
を確立すべきこと，そして③その部門は保険マネ
ジャーではなくリスクマネジャーが率いるべきことで
ある。
移行段階とは，リスクマネジメントの理論が確立さ
れ，リスクマネジメントの実務が保険から損失予防，
労災安全，福利厚生などへ移行したことを意味する。
その移行段階を含めて，その後の進展は保険からリス
クマネジメントへの「移行」というよりはむしろ「イ
ンターアクション」ともいうべきものであるので，項
目を改めて詳述することにする。グローバル化の段階
とは，RIMSによって，あるいは多国籍企業の国際展
開により，米国流のリスクマネジメントが欧州諸国，
オーストラリア，日本，南アフリカ，シンガポール，
フィリピンなど世界中へ広まったことである（Snider,
1991, pp.162―163）5）。
保険購入者団体（RIMS）がリスクマネジメントの
発展に果たした役割には「計り知れない」ものがある
が（Snider, 1991, pp.161―162），ここで特筆しておき
たいのは，それは保険購入者が保険会社やブローカー
に対してバーゲニングパワーをもつために作った団体
であるということである。そして保険購入者の側が主
体的に保険へ関与することによって，狭義の保険業界
との間にダイナミックなインターアクションが生ま
れ，それによって保険購入者をも含めた広義の保険業
界ができあがっているということである。
それにしても保険購入者団体とは一体何をしている
ところなのか。もちろん保険会社やブローカーとの間
で「団体交渉」をするということではない。交渉力を
行使するのは個々の保険購入者であり，そのリスクマ
ネジャーである。保険購入者団体の役割は会員である
企業やそのリスクマネジャーのために教育，研究，コ
ミュニケーションを促進させ，雑誌・論文・図書を刊
行し，会議やセミナーを開催し，立法活動などにも従
事することである（武井，1983，p.196）。
保険購入者団体の何たるかを如実にみることができ
るのは毎年米国の 10大都市を持ち回りで開催される
RIMSのコンベンション（年次総会）である。このコ
ンベンションには 1万人もの参加者があり，米国では
エレクトロニクス商品のものに次いで二番目に大きな
コンベンションであると言われている。10大都市と
いうのは，会場や宿泊施設の関係で特定の大都市に限
られるためであり，向こう 10年間の開催予定が定め
られている。コンベンションでは講演会が 30，教育
セッションが 140も行われ，展示場には保険・リスク
マネジメント関連の業者によるブースが 350以上も設
けられて，各種サービスや新商品の紹介がなされ
る6）。参加するのはリスクマネジャー，ブローカー，
保険会社をはじめ関連業者の関係者である。夜間には
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ブローカーがリスクマネジャーのためのレセプション
を催したり，懇親・商談の機会として利用されたりし
ている。RIMSの会員は 9,000人以上，従業員 1万人
超の大企業の 70％，年商 1,000億円超の企業の 40％
が法人会員となっており，世界一のリスクマネジメン
ト団体である7）。
2．3 リスクマネジャー
リスクマネジャーとは，「経営主体においてリスク
処理の責任を担わされる人，もしくは担う人で，リス
ク問題について計画・組織・指導・統制するリスク・
マネジメント・プロセスを通じて，十分かつ適切にリ
スクマネジメント機能を担当する人」であり（武井，
1983，p.191），「リスクをコントロールし，コント
ロール努力にもかかわらずなお発生する損失に対して
資金手当することにより，損失のイクスポジュアを処
理する人」である（Tuan, 1985, p.114）。そして「ひ
とつの専門職としてのリスクマネジャーの出現は，合
衆国における 1950年代以降の 30年間にわたるリスク
マネジメント運動の進展にみる当然の成行き」であっ
た（Tuan, 1985, p.114）。
リスクマネジャーは，1955年にテンプル大学の
シュナイダー教授が保険担当者をそう呼んだのが始ま
りである（ポラ，1993，p.186）。正式のリスクマネ
ジャーとしては，1966年にカナダのマシー・ファー
ガソン（Masse―Ferguson）がリスクマネジメントの
方針規定書を採択した上で，後に保険殿堂入りしたダ
グラス・バロー（Douglas Barlow）を保険マネジャー
からリスクマネジャーへ任命したのが最初とされてい
る（Snider, 1991, pp.156―157）。リスクマネジャーは
専門職ではあるが，弁護士，公認会計士のような公的
な資格ではないし，保険代理店，フローカー，アジャ
スターのように公的な認可が必要とされる職業でもな
い。実態としては，どの会社にもいる人事課長，経理
課長，総務課長などと同等の役職である。したがって
その社内的地位，権限およびスタッフなどは企業に
よってさまざまであり（武井，1983，p.191），教育，
経歴，能力にも多様なものがある。しかしマネジャー
という以上，一定の専門性と経験は備えており，保険
とリスクマネジメントに関しては，それなりの責任と
権限を付与されているのが一般的である。
米国では保険会社，代理店，ブローカーなどの狭義
の保険業界に対して，保険購入者団体が加わって広義
の保険業界を形成している。つまり「売る者」と「仲
介する者」のほかに「買う者」が入って業界ができて
いる。「買う者」が業界の構成員であるというのは，
あまり一般的ではないかもしれないが，米国では「買
う者」と，保険会社やブローカーとの間にあたかもプ
ロ同士のようなインターアクションがあるということ
である。
米国流のリスクマネジメントは損害保険会社，ブ
ローカーそして保険購入者団体が三位一体となって発
展させてきたものである。しかし保険購入者団体は前
項で述べたようなものであり，現実に「買う者」とし
てインターアクションの主体となったのはリスクマネ
ジャーであるので，保険購入者団体はリスクマネ
ジャーと言い換えることができるものである。リスク
マネジャーはリスクマネジメントと保険業界における
変革の重要な力であったし（ポラ，1993，p.192），リ
スクマネジャーという職制があることは，「リスクが
一つの主要な問題として組織的に，また社会的に認識
されている」ことの証左である（武井，1983，
p.191）。
2．4 保険プロフェッション
この論文におけるプロフェッションとは「知的な専
門職」の意味である。プロフェッションであるための
条件とは「団体の設立」によってその職業に従事する
人が結束していることであり（友岡，2006，p.151），
さらに言えば①知的技術の存在，②特殊な訓練あるい
は教育の必要性，③社会のためのサービスを目的とす
ること，④素人にはその職業を遂行することが不可能
なことであり，またそのようなプロフェッショナルと
なるための過程として①その職業がフルタイムのジョ
ブとなること，②訓練学校の創出，③プロフェッショ
ナル協会の形成，④職業倫理規定の制定という 4つの
段階があるとされる（山田，1979，pp.12―15）。
米国における保険プロフェッションの形成について
は，その資格・教育制度の沿革にみることができる。
それは米国認定損害保険士（Chartered Property Casu-
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alty Underwriter : CPCU）を頂点とする資格教育制度
であり，1900年代から 100年あまりの歴史があるも
のである。CPCUは損害保険業界では最高の資格であ
り，保険，経済学，法学など 10科目（2002年からは
8科目）の全国試験に合格した者に授与される。年に
2～4科目を受験し，3～5年をかけて取得する者が多
い。有資格者の数は約 2万 8千人，日本人も約 40人
が含まれている。試験は毎年 3回，世界 30カ国で同
時に行われ毎年 5万人が受験している8）。
CPCUをつかさどるのは全米 CPCU研究所（Ameri-
can Institute for CPCU : AICPCU）であり，AICPCU
は損害保険会社のトップが語らって，“保険教育の父”
と呼ばれたヒューブナー博士とペンシルバニア大学
ウォートン校のローマン教授らが中心になって 1942
年に設立した機関である9）。ローマン教授は大学高学
年レベルの 5科目からなる試験プログラムを作成し，
1943年に 6人の第 1号 CPCUが誕生した。翌年その
うちの 5人が①教育の推進，②倫理規範の遵守，③大
学との連携，④会員相互の交流を目的とする CPCU
協会（Society of CPCU）を結成した。CPCU協会は
米国，バミューダ，欧州，日本，韓国に 151の支部を
おいて活動を行っている。
CPCU以前にも，損害保険の教育制度としては，
1900年代の初頭に 5つの地域的な協会ができており，
1911年に実施された最初の試験では 7つの州から 34
人が受験した。1924年にこれらの協会がニューヨー
クで大同団結して成立したのが全米保険研究所（In-
surance Institute of America : IIA）である。1952年に
IIAと AICPCUはローマン教授の指導の下でそのコー
スとプログラムを統合することになり，IIAのコース
も全国的なものとなった10）。当初 IIAのコースは中
級・初級レベルのものであったが，近年は特定の分野
における専門レベルのものも増加している。
ちなみに CPCU以外の資格としては，Associate in
Claims（AIC），Associate in Underwriting（AIU），As-
sociate in Risk Management（ARM），Accredited Ad-
viser in Insurance（AAI），Associate in Loss Control
Management（ALCM），Associate inPremiumAuditing
（APA），Associate in Reinsurance（Are），Associate in
Fidelity and Surety Bonding（AFSB），Associate in Ma-
rine Insurance Management（AMIM），Associate in
Management（AIM），AssociateinAutomationManage-
ment（AAM），Associate in Insurance Accounting and
Finance（AIAF），Associate in Research and Planning
（ARP），AssociateinInsuranceServices（AIS），Associ-
ate in Surplus lines Insurance（ASLI），Associate in
Personal Insurance（API）があり，その充実ぶりがう
かがわれる。
上記のうち ARMがリスクマネジメントに関する資
格である。ARMはリスクマネジャーの育成策とし
て，IIAと ASIMが開発・支援したもので，1966年に
開始され 1967年の 5月には最初のグループがコース
を終了し，282名の者に ARMの称号が与えられた。
ARMのプログラムを終了した者は，70％（当初）～
66％（その後）がブローカーや保険会社の関係者であ
り，13％～20％が保険担当マネジャーやリスクマネ
ジャーであった（Snider, 1991, p.157）。
2．5 保険とリスクマネジメントの並行的発展
米国では古くから保険を売る者と買う者との間に摩
擦の生じ易い関係があり，それは直接的には保険の提
供が安定的なものでなかったり，担保範囲が限定され
ていたり，あるいは保険料が高すぎるといった事情に
よるものである。保険に対するニーズには伝統的に大
きなものがあったが，時として保険会社の引受能力が
それに応えきれないという問題である。保険供給の安
定性ということで言えば，ソフトマーケットとハード
マーケットが数年おきに繰り返されるというアンダー
ライティング・サイクルの問題が挙げられる11）。中で
も米国流リスクマネジメントの発展に強く関係してい
るのは，保険会社の引受能力の問題であり，いわゆる
「保険を売ることができない」という availability（入
手可能性）と，「高すぎて買うことができない」とい
う affordability（購入可能性）の問題である。
1960年代の半ば以降，高度産業社会の実現と，消
費者などの権利意識の高まりを背景として，そうした
傾向はとくに顕著となった。資産の増大は物保険にお
けるキャパシティ不足の原因となり，法的環境や雇用
環境の変化は医療危機，PL危機，保険危機，そして
労災危機を招来した。たとえば 1960年代の末から
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1970年代にかけてアスベスト訴訟などの PL訴訟が激
増した。その結果，保険会社の引受成績が悪化し，保
険料が前年の 5～7倍にも値上がりした。そのため PL
保険を買えないで，廃業に追い込まれるか，倒産する
企業が増加した。それが社会問題となったのが 1975
年の PL危機である。
1985年には PL危機をはるかに上回る規模で二度目
の「保険危機」が出来した。「二度目」というのは，
PL危機も保険危機であったという意味である。この
ときにはロイズ（Lloyd’s of London）がその 300年の
歴史上最大の事業損失を計上し，ピーター・ミラー会
長が，成績の改善に向けて，米国の賠償責任リスクに
関する①料率の大幅引上げ，②クレームズ・メード・
ベースおよび訴訟費用の内枠払条件による引受け，さ
らには③米国の法制度の改善がなされなければ今後引
受けはできないとの警告を表明する異例の事態となっ
た（金光，1987，pp.24―27）。
こうした保険の availabilityと affordabilityの問題も
あって，リスクマネジメントは「保険とロスコント
ロール」から「リスクファイナンスを中心とするも
の」に変化した（ポラ，1993，p.187）。そして 1970
年～1980年代のリスクマネジメントは「リスクファ
イナンス，とくに自家保険，キャッシュフロー・プラ
ン，キャプティブ保険会社等と同義語になった」ので
ある（ポラ，1993，p.195）。リスクファイナンスの手
法が保険から自家保険などに変化するというのは，い
わば「保険離れ」であり，保険会社やブローカーに
とっては，ビジネスの減少を意味する。ところがブ
ローカーも保険会社も，それを業容拡大のチャンスと
して，積極的に自家保険やキャプティブの分野に出て
いった。かくして米国流のリスクマネジメント（リス
クファイナンスの同義語）はリスクマネジャー，保険
会社，そしてブローカーの三者によるインターアク
ションによって築かれたものと言えよう。
2．6 自家保険とキャプティブ
（1）自家保険
「リスクマネジメントと同義語になった」とされる
自家保険を例に三者のインターアクションをみてみた
い。自家保険とは「単一の個別経済内において，危険
に対処するために，当該危険度に基づく一定額（純保
険料相当額）を積み立てて行くやり方」であり「たと
い大数の法則が十分働くほど多数の危険（事故発生の
主体）を擁していても，個別経済の数が単一であるか
ら，名称に保険という語が使われてはいても，本来の
保険ではない」ものである（「保険辞典」）。一般に自
家保険とされるものには，自家保険の性格が強いもの
から順に「認証自家保険」「純粋キャプティブ」「高額
自己保有」「グループキャプティブ」「プール」「控除
免責」「遡及保険料プラン」がある（油木，1998）。控
除免責あるいは控除額（deductible）とは「被保険損
害のうち被保険者が負担する部分」のことであり，遡
及保険料プラン（retrospective rating plan）とは「保
険期間満了後に期間中の成績を考慮して保険料を最終
的に決定する方式」である（「ベネット 保険辞
典」）。いずれもリスクの移転がないという意味では保
険ではない。
自家保険が保険ではないにもかかわらず「保険」と
いう語を使用しているのは，「保有」とはいえ，あた
かも保険であるかのように運営されるからである。す
なわち会社は，リスクの負担だけではなく，それ以外
の保険の機能も備えなければならないということであ
る。その場合，主要な業務として挙げられるのは「損
害予測」「財務税務対策」「保有の決定」「巨大・異常
災害対応」「再保険手配」「キャプティブ対応」「プー
ル対応」「システム体制」「行政・法規制との調整」
「事故処理」「データ管理」「ロス分析」「ロスコント
ロール」「ロスプリベンション」「従業員教育」などで
ある（油木，1998）。
「リスクの保有」はともかく，一般の事業会社が上
記のような業務を遂行するのは並大抵のことではな
い。そこで保険会社やブローカーがそれらの役務を
フィーベースで切り売りすることになる。それをアン
バンドルサービス（unbundled services）という。と
くに保険危機のあった 1985年以降，急速に拡大した
業態である。たとえば事故処理（クレーム）サービス
会社についての数字を挙げると図表 1のとおりであ
る。2007年度の売上高（手数料収入）上位 10社のも
のであるが，1位は 5億 7634万ドル，事故処理専門
スタッフの数は 5,730名に達し，10位の会社でも売上
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高は 1億ドルを超えており，事故処理専門スタッフの
数も 1,020名であり，いかに大きな産業となっている
かが見て取れる。10社の親会社は，一部その社名か
らもわかるように，ブローカー，保険会社，大手のク
レームサービス会社，その他の金融サービス会社であ
る。自家保険を導入している企業の数は，事故処理
サービス会社10社の顧客分だけでも10718社に上る。
伝統的な保険市場を除く市場のことを代替市場（al-
ternative market）という。代替市場を構成するのは
自家保険（プーリングのあらゆる形態を含む），キャ
プティブ保険会社，プライベート・インシュアラー
（private insurers），リスク保有団体（Risk Retention
Group）であるが，その代替市場の動向を推定したコ
ニング社（Alternative Markets, Conning & Company,
1996, pp.67―68）の資料によれば，1997年の代替市場
のシェア（推定）は 32．8％であり，形態別の内訳
は，自家保険 24．4％，キャプティブ 7．9％，リスク保
有団体 0．4％，その他 0．1％である（森宮，1997，
pp.336―339）。
（2）キャプティブ
キャプティブは「専属保険会社」あるいは「自社専
用保険会社」などと意訳されることもあるが，その定
義は「保険会社以外の親組織（グループ）のリスクに
ファイナンスするために当該親組織（グループ）によ
り所有され，管理されている保険会社」である（森
宮，1997，p.20）。親会社が単独か複数かでシングル
ペアレント・キャプティブとマルチペアレント・キャ
プティブ，親会社以外のリスクを引き受けるかどうか
によってピュア・キャプティブとオープンマーケッ
ト・キャプティブ，そして引き受けの形態によって元
受キャプティブと再保険キャプティブなどに分類され
る。したがって一口にキャプティブといってもその実
態は多様であるが，重要なのは前述の定義にあるとお
り，親会社によって所有・管理される関係にあり，親
会社の保険を引き受けることを目的とする保険会社で
あるということである。
キャプティブは自家保険の一種であり，自家保険か
ら発展したものである。その背景にあるのは，伝統的
な保険市場の制約，保険コストの節減，保険利益の内
部留保，キャッシュフローなどの要因であるが，ここ
で強調したいのは戦略的なリスクマネジメントとして
の意義である。自家保険自体が「保険がないこと」に
よってリスクマネジメントの意識を高めるものである
とされる。それが自前で保険会社を作ってしまうとい
うのは，「保険を超える」ためのプロセスであったリ
図表 1 自家保険のための事故処理サービス会社（上位 10社）
2007年売上高 保険金支払額 顧客数（社） 専門スタッフ数（人）
1． Sedgwick Claims Management Serv-
ices inc. 5億 7634万ドル 65億ドル 955 5730
2．Gallagher Bassett services Inc. 3億 9150万ドル 48億ドル 3120 2686
3．Fiserv Health Inc. 3億 113万ドル 77億ドル 1001 2047
4．Specialty Risk Services L.L.C. 2億 2130万ドル 21億ドル 1073 1395
5．Cambridge IntegratedServicesGroup
Inc. 2億 2000万ドル 28億ドル 566 2100
6．Broadspire Services Inc., a Crawford
Co. 1億 8450万ドル 22億ドル 770 1504
7．ESIS Inc. 1億 8000万ドル 23億ドル 710 1210
8．Meritain Health 1億 5700万ドル 18億ドル 1400 235
9．Principal Financial Group/ National
Accounts 1億 4041万ドル 23億ドル 363 773
10．CoreSource Inc. 1億 0923万ドル 27億ドル 760 1020
出所：Business Insurance, March 24, 2008, p.10の表を一部訂正。
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スクマネジメントにおいては究極の姿とも言えよう。
それは「保険は保険会社の専有物ではない」というこ
とを意味するものであり（森宮，1997，p.13），多国
籍企業においては「国際的なリスク対応の戦略とし
て，キャプティブをリスクファイナンスの中心に位置
付ける可能性がある」ものである（森宮，1997，
p.165）。
そうしたリスクマネジメントの観点からキャプティ
ブを設立した事例があるので概要を記しておきた
い12）。セスナ機を製造販売するビーチエアクラフト社
（Beach Aircraft Corporation）にとって PL対策は重要
な経営課題であった。PL対策は PLP（Product Liabil-
ity Prevention）とPLD（Product Liability Defense）か
らなるが，同社は PLDの一環として PL保険に加入
していた。その保険はプライマリ保険 1,000万ドル，
エキセス保険 500万ドルの合計 1,500万ドルの填補限
度額からなるものであった。1971年 7月，一件の PL
訴訟において 2,170万ドル（うち 1,750万ドルは懲罰
的損害賠償）の陪審評決が出された。
賠償責任保険には「損失補填機能」と「権利保護機
能」がある。後者は保険会社が被保険者のために訴訟
を防御し，その防御費用を支払うというものであり，
訴訟の多い米国では特別の意味をもつものである。保
険約款上，訴訟の防御は保険会社の義務であり権利で
ある（right and duty to defend）とされているのが普
通である。したがって問題のケースにおいても，訴訟
防御の実際は保険会社のイニシアチブによるもので
あった。ビーチクラフト社は保険会社の訴訟ハンドリ
ングをモニターするために別の弁護士をたてていた。
その結果，防御弁護士のパフォーマンスには問題あり
として交替を申し入れた。保険会社はこれを拒絶した
まま上記の敗訴評決に至った。ビーチクラフト社は敗
訴の主因は保険会社とその防御弁護士の訴訟防御が万
全ではなかったことであると結論付けた。そして次年
度からは自ら訴訟をコントロールするためにキャプ
ティブへの移行を決定したのである。
PL危機や保険危機があったように PLのリスクは
業種によっては損失の頻度，程度ともきわめて高いも
のとなり，自動車のビッグスリーや製薬会社などの
メーカーの場合には早くから自家保険になっていた。
航空機メーカーであるビーチエアクラフト社も多数の
PL訴訟を抱えていたことは間違いなく，同社がそう
した PLリスクの故に自家保険やキャプティブになっ
たというのであれば格別のことはない。しかし「自分
で訴訟をコントロールするため」というのであれば，
そこにはリスクファイナンスにとどまらないリスクマ
ネジメント全体の戦略が色濃く反映されていると言え
るだろう。
2002年の世界のキャプティブ会社数は 4,526社であ
り，1981年の 1,077社から 20年余で 4倍以上となっ
た。新たな設立数は 1999年 250社，2000年 245社，
2001年 316社，2002年 462社と増加傾向にある。同
時多発テロ以降，再保険マーケットのハード化の影響
もあり，米国企業の増加が顕著であり，米国企業の割
合は 2001年が 54％，2002年が 64％であり，日本企
業は 1980年代半ばの時点で 15社程度であったのが，
2002年には 90社である（保険毎日新聞 2003年 12月
22日）。2007年のキャプティブ数は 5,088社であり，
設立地別ではバーミューダ 958社，ケイマン島 765
社，バーモント州 567社，英領バージン諸島 409社，
ガーンジー 368社などである（Business Insurance,
March 3, 2008, p.11）。
3 現代的リスクマネジメント
3．1 現代的リスクマネジメントとは
現代的 RMとは 1990年代の中頃から現れた新しい
タイプの企業リスクマネジメントである。「新しい」
というのは，保険管理型リスクマネジメントから始ま
る米国流のリスクマネジメントとは異なるもので
あるという意味である。それは Enterprise―Wide Risk
Management，Enterprise Risk Management，Total
Risk Management，Holistick Risk Management，Inte-
grated Risk Managementなどの名称で提唱されてい
るリスクマネジメントの総称である。なお近年は En-
terprise Risk Management（全社的リスクマネジメン
ト）が比較的定着してきているようなので，これを現
代的 RMと同義のものとし，必要に応じて「ERM」
と表記することにする。
上記の名称が示すとおり，現代的 RMには全社的
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なリスクマネジメントと統合的なリスクマネジメント
という 2つの側面がある。前者は部門・機能・分化横
断的なもの，後者はさまざまなリスクを総合的・統合
的に処理するものという意味である。現代的 RMの
特徴は，①経営戦略と一体化していること，②環境適
応性があること，③投機的リスクをも対象とするこ
と，④無形資産に焦点を当てること，⑤経営者にとっ
てのインセンティブが大きいこと，⑥リスクマネジメ
ントを組織内のすべての人によるプロセスであるとす
ること，⑦規格化の動きがあることなどである（図表
2参照）。
3．2 会計事務所のコンサルティング活動
現代的RMに関する最初の著作は JamesW. DeLoach
によるEnterprise―Wide Risk Management : Strategy for
linking and opportunityであった。同氏はアーサー・
アンダーセンに勤続 29年のパートナーであり，Busi-
ness Risk Management Competency Development
Centerの Global Leaderであった。したがって同書は
アーサー・アンダーセンの経営コンサルティング活動
の中から生まれたものである。会計事務所の経営コン
サルティング業務は会計事務所の歴史とともにあり，
会計プロフェッションが確立した 19世紀イギリスの
公共会計士にはすでに経営コンサルティング業務が
あった（友岡，2000，p.3）。19世紀にはまだ「特別
の仕事」であったが，20世紀にはもはや「特別の仕
事」ではなくなり，それとともに別組織にして行われ
るようになった（友岡，2000，p.8）。
米国でも経営コンサルティングは監査法人がまだ小
規模であった 1920年代から会計士の典型的な機能で
あった（Weinstein, 1987，邦訳，p.52）。しかし全国
的かつ地域的な会計事務所が「専門」としての経営コ
ンサルティング業務に注目し始めたのは第二次大戦後
であり，監査における「独立性の維持」と会計士によ
る有益な助言という「社会的な便益」との兼ね合いを
どうするかはその当時からの問題であった（Previts
and Merino, 1979，邦訳，pp.332―333）。ちなみに米国
では 1950年代から会計士・監査人の人口が急増して
おり，1950年代から 1970年代にかけての推移を弁護
士・裁判官および内科医・外科医の数字とともに見て
みると図表 3のとおりである（Previts and Merino,
1979，邦訳，pp.327―328）。
大手会計事務所の中で，コンサルティング業務の割
合が最も高いのはアーサー・アンダーセンであった。
1983年にアーサー・アンダーセンがビッグエイトの
トップに踊り出たのはコンサルティング業務の増収に
よるものであった（Squires et al., 2003，邦訳，p.94）。
1984年には，コンサルティング収入の割合は 28％と
図表 2 リスクマネジメントのパラダイムシフト
伝統的リスクマネジメント 現代的リスクマネジメント
経営管理の一部 経営戦略と一体化
純粋リスク 投機的リスク
物的資産・財務資産 無形資産を含む
株主利益を重視 ステークホルダーとの関係を重視
方針がないか，あっても抽象的 方針が具体的
経理・財務・内部監査部門が担当 各部門が担当
属人的 プロセス重視
共通言語なし 共通言語によるリスクコミュニケーション
個別・断片的 総合的
事後対策型（場当たり的，対症療法的） 事前予防型（計画的）
事例分析型 環境変化対応型
出所：DeLoach 2000，pp.15―16などを参考に作成。
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なり，1989年には43％となった（Squires et al., 2003，
邦訳，p.105）。ちなみに 1975年，1990年，1999年の
ビッグエイト（後にビッグファイブ）における監査業
務とコンサルティング業務の割合は図表 4のとおりで
あり，1990年と 1999年ではその比重が全く逆転して
いることがわかる。
1980年代に，コンサルティング業務は会計・税務
業務と「互角のものとなり，その後の 10年間にはそ
れを凌ぐもの」となった（Squires et al., 2003，邦訳，
p.90）。それとともに会計・税務とコンサルティング
部門との対立がアーサー・アンダーセンの経営を大き
く揺るがすこととなった（Stevens, 1991，邦訳，
pp.115―172）。1989年にはコンサルティング部門が分
社化してアンダーセン・コンサルティングになり，
2000年にはアンダーセングループから離脱してアク
センチュアとなった。もともと「会計とコンサルティ
ングは相容れない」ものであり，「会計部門の価値や
文化はコンサルティング部門に移植できるものではな
く」「コンサルティングは異なるビジネス」であった
のである（Squires et al., 2003，邦訳，p.77，p.95，
p.96）。ちなみにコンサルティング部門の者もパート
ナーやマネジャーとなるためには公認会計士の資格を
必要とされたが，それはコンサルティングには全く無
用の長物であった（Squires et al., 2003，邦訳，p.109）。
自家保険を導入する企業のためにブローカーや保険
会社がアンバンドルサービスを提供するようになった
と述べたが，そうしたリスクマネジメントの役務提供
者としてもう一つ忘れてはならないのが会計事務所で
ある。経営コンサルティングに関しては長年の経験と
実績をもつ会計事務所がリスクマネジメントのコンサ
ルティングに進出するというのは自然の成り行きで
あった。たとえば 1998年 3月 16日付けビジネス・イ
ンシュアランス誌にリスクマネジメント・コンサルタ
ントの特集記事が掲載されており，それによると上位
10社は図表 5のとおりであり，会計事務所が 5社も
入っている。売上高，顧客数，専門スタッフ数など会
計事務所によるリスクマネジメントのコンサルティン
グ業務のボリュームがわかる数字である。
1990年代の中頃に現代的 RMが新しいタイプの企
業リスクマネジメントとして現れたのは，一つには世
図表 3 米国における会計士・監査人人口の推移
（単位人）
1950年代 1960年代 1970年代
会計士・監査人 390,000 496,000 713,000
公認会計士（CPA） 39,000 59,000 117,000
米公認会計士協会（AICPA）会員 16,000 37,000 74,000
弁護士・裁判官 184,000 218,000 274,000
内科医・外科医 195,000 234,000 282,000
出所：Previts and Merino, 1979，邦訳，p.328の表 8―1を一部修正。
図表4 ビッグエイト（ファイブ）における監査業務とコンサルティング業務の比重
（％）
1975年 1990年 1999年
監査業務 71 49 30
税務業務 17 25 21
コンサルティング業務 12 26 49
出所：Robson et al., 2007, p.418，原典 : Suddaby et al., 2004
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界的な競争激化の中で企業の経営が価値創造へ大きく
傾斜したからであり，もう一つには，米，英，日など
世界各国で起きた一連の企業不祥事により，コーポ
レートガバナンスの整備が必要とされたからである。
競争の激化は，IT化，グローバリゼーション，事業
の再編などの事業環境の変化によるものである。コー
ポレートガバナンスについては，たとえば英国のター
ンバルガイダンスにより，コーポレートガバナンスの
関連においてリスクマネジメントが重要であるとされ
たとおりである（後藤，2001）。
わが国においても 1990年代を通じてコーポレート
ガバナンスの議論が盛んになされたが，とくに経営者
の間ではコーポレートガバナンスの目的は不祥事の防
止という後ろ向きのものではなく，企業の業績向上と
いう前向きのものであるべきとの意見が太宗を占めた
（鈴木，1998，p.126）。これはリスクマネジメントに
おいても同様であり，伝統的 RMは防衛的なもので
あるのに対して現代的 RMは攻撃的なものである。
その結果言えることは，現代的 RMは経営者のもの
であり，経営者にとってのインセンティブが大きいこ
とにその意義があるということである（杉野，2003，
pp.160―162）。
そうした現代的 RMの概念が，国際的な経営コン
サルティング活動に従事する大手会計事務所の会計プ
ロフェッションを中心に形成されたこと，そしてその
後の発展が経営の中枢近くにいた内部監査人によって
担われたことは当然のことと言えよう。わが国では内
部監査人が Enterprise Risk Managementの導入を先
導するなどのことはなかったが，現代的 RMに関す
る著作，講演，コンサルティングなどの多くは監査法
人系のコンサルティング会社，公認会計士，会計学者
などによるものである。著作のいくつかを挙げるとす
れば国際会計士連盟・中央青山監査法人経営監査グ
ループ訳（2000），アンダーセン／朝日監査法人
（2001），古田（2003），古賀・河崎（2003），監査法人
トーマツ（2003），神林（2008）などがある。
3．3 米国における普及状況
「はじめに」で現代的 RMは米国においてもそれほ
ど普及しているとは言えない状況であると述べたが，
その実態に関する調査結果をいくつか紹介すると以下
のとおりである。
2001年のThirdAnnualGlobalRiskManagementSum-
mitで公表された KPMGの調査結果によると米国・
カナダで ERM（全社的リスクマネジメント）を導入済
みの企業は 30％～35％であり，“Enterprise Risk Man-
agement in the Insurance Industry, 2002 Benchmarking
Report”を含む Tillinghast―Towers Perrinの調査で
図表 5 リスクマネジメント・コンサルタント会社（1997 年上位 10社）
1997年売上高
（RMのみ）
顧客数 専門スタッフ数
事務所数
（米国内）
1．Earnst & Young L.L.p. 4,130万ドル 550 117 8（ 6）
2．Coopers & Lybrand L.L.p. 3,870万ドル 1,970 161 22（13）
3．EQE International 3,000万ドル 1,000 410 11（ 6）
4．Andersen Worldwide 2,870万ドル 885 144 8（ 8）
5．Deloitte & Touche L.L.p. 2,820万ドル 1,000 16 27（18）
6．Tillinghast―Towers Perrin 2,750万ドル 790 53 29（17）
7．Dames & Moore Group 2,600万ドル 600 148 55（37）
8．Watson Wyatt Worldwide 1,880万ドル 1,400 95 15（11）
9．KPMG Peat Marwick L.L.p. Risk Management
& Actuarial Consulting 1,060万ドル 190 65 11（ 7）
10．Milliman & Robertson Inc. 930万ドル 1,100 33 24（24）
出所：Business Insurance, March 16, 1998, p.8の表を一部訂正。
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は，十分に採用済みが 11％，部分的に採用済みが 38
％の合計 49％である（Rejda, 2005，p.66）。ERMの
採用が最も進んでいるのは金融業界であり，次いでエ
ネルギー，鉱山，製造，テレコミュニケーション業界
などである。
近年の調査ではMarsh Inc.とRisk & Insurance Man-
agement Society Inc.（RIMS）が共同スポンサーとなっ
て実施したものがある（Ceniceros 2007，p.3，p.63）。
TNS North AmericaがRIMSに加盟する中・大企業391
社と CEO，CFO，取締役，法務部長（General Coun-
sel）など 77人に対して行ったインタビューによれ
ば，ERPを実行している企業の数は 2006年の 4％か
ら 10％へと倍増した。また 75％がリスクに対して戦
略的なアプローチをとるべきであるとしたにもかかわ
らず，実際にそうしていると回答した企業は 15％で
しかない。さらに ERPの導入を計画中の企業は 24％
であり，計画はないとした企業が 31％にも上ってい
る。経営戦略型リスクマネジメントへの理解は広まる
傾向にあるものの実務はそれに伴わず，依然として伝
統的 RMが主流であると言えよう。
2007年 4月，RIMSコンベンション開幕の直前にリ
リースされた Chubb Corp.の調査結果では，リスクの
見方に関して，経営層とリスクマネジャーとの間に大
きなギャップのあることが浮かび上がった（Winston,
2007, p.6）。国際的な企業に対して，米国内外のリス
ク・イクスポジュアに関する質問をしたところ，海外
のリスクと国内のリスクは同等であるとするのが 42
％，海外のリスクの方が大きいとするのが 12％であ
り，海外のリスクを重視する回答が過半数を占めた。
問題は海外のリスクの方が大きいとする回答が，社
長，COO，CEO，CFOなどの経営層の場合には 43％
であるのに対して，リスクマネジャーでは 16％で
あったことである。重大なリスクのトップも，前者で
はテロ（24％）であるのに対して，後者では自然災害
（24％）であるという違いが明らかとなった。これは
リスクマネジャーが経営上それほど優先順位の高くな
いリスクに時間・費用をかけ過ぎているか，経営上の
問題を解決するのにあまり貢献はしていないという問
題を示唆するものである（Winston, 2007, p.6）。ちな
みに経営層が大きなリスクとして挙げたのは，競争の
激化 22％，原油高 15％，ドルの下落 14％，金利の変
化 12％，貿易制限 12％，規制の変化 9％である。
以上，調査時点や調査方法により異なった数字が出
ているが，総じて現代的 RMは伝統的 RMほどには
浸透していないと言えるだろう。
3．4 チーフ・リスクオフィサー
現代的 RMの定着につながると注目されているの
がチーフ・リスクオフィサー（Chief Risk Officer以
下「CRO」と表記）という役職を新設する動きであ
る。伝統的 RMの普及がリスクマネジャーという職
制の確立とともにあったように，現代的 RMにおい
ては CROがその役割を担う可能性がある。現代的
RMの有用性は明らかであるにもかかわらず，それが
実務としてなかなか定着しないのは，その方法論に対
する理解が十分でないか，あるいは，より切実な問題
として，経営者にとって既存の組織にどう手を付ける
べきかが明確でないからであろう。CROの任命はそ
うした問題に対する一つの解決策と考えられる。
CROとは経営レベルでリスクマネジメントを担当
する者のことであり，CEO，COO，CFO，CIOなど
とともに役員会のメンバーとなる者のことである。組
織上の位置付けとしては，CEOや CFOにレポートす
る場合と，取締役会に直接レポートする場合などがあ
る。数年前に行われたある調査によれば13），CROを
設けている企業は 3分の 1以下であり，その半数は新
設されてから 1年以内のものであり，米国よりも欧州
の方が多いとの結果が出ている（Miccolis and Lee,
2002）。
CROの導入が進んでいるのは金融機関であり，大
手会計事務所が隔年に行っているベンチマーク・サー
ベイ（全世界 162の金融機関が参加）によれば，グ
ローバルに活動する金融機関の 81％が CROを選任
しており，これは 2002年調査の 65％を上回り，CRO
のうち 4分の 3は CEOまたは取締役会に直属とのこ
とである（2004．12．9 ニュース＆ナレッジ 監査法
人トーマツ）14）。資本市場で活発なオペレーションを
行う大手金融機関の場合には，Group of Thirty’s
Global Derivatives Study Groupの 1993年報告書が出
たこともあって，独立したリスクマネジメント機能と
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役員レベルの CROが必要であるということが形式的
にも許容されるところとなったからである（Culp，
2001，p.234）。
RIMSは保険・リスクマネジメント関係の職種につ
いて毎年の報酬調査（annual compensation survey）を
実施している。2008年の調査結果によると，CROお
よびリスクマネジメント担当副社長の平均報酬額が初
めて明らかとなった。その金額は＄220,200であり，
当然ながら全 11職種のトップである15）。下位職種の
例 を み る と，た と え ば 保 険 管 理 マ ネ ジ ャ ー
＄104,400，クレームマネジャー＄87,700，クレーム担
当者（Claims analyst）＄54,400などである。その金
額もさることながら，ようやく CROの数が統計的に
有意なものになるまでに増加したということに意味が
ある（Hunt, 2008）。
CROの前職は，監査人，アクチュアリー，ファイ
ナンシャル・エンジニア，戦略プランナー，弁護士，
IRスペシャリスト，ラインのマネジャー，ハザー
ド・リスクマネジャーそして人事スペシャリストなど
さまざまである。その役割は①リスクカルチャーを作
り上げること，②リスクと戦略上の意思決定を一体化
させること，③リスクマネジャーほかの専門性を結集
させること，そして④ステークホルダーとのコミュニ
ケーションであり，他の役員やマネジャーのアドバイ
ザーとなることである。したがって CROに必要な資
質とは，個別リスクに関する専門性というよりはむし
ろ，コーディネーションやファシリテーションのため
のコミュニケーション能力である（Miccolis and Lee,
2002）。
Miccolis and Lee（2002）によれば，今後 CROと
なる人材を輩出するだろう源として期待されるのは内
部監査人とアクチュアリーであり，それは Institute of
Internal Auditors（IIA）と Casualty Actuary Society
（CAS）がその教育プログラムの中で ERMを重視し
ているからであるとしているのは興味深い。アクチュ
アリーが挙がっているのは保険会社を念頭においてい
るからであろう。
4 リスクマネジメントと会計プロフェッション
4．1 内部統制とリスクマネジメント
内部統制のルーツは 1900年代の初頭に米国で確立
された内部牽制組織および内部監査の制度である。内
部統制は時代とともにその領域を「財務報告の信頼
性」から「組織体の目標達成」をも含むものへと拡大
してきた。その変遷は 1936年のアメリカ会計士協会
（American Institute of Accountants : AIA）の「狭義」
の定義，同じく AIAの 1949年の「広義」の定義，そ
して 1988年のアメリカ公認会計士協会（American In-
stitute of Certified Public Accountants : AICPA）の
「最広義」の定義にみることができる（松井，2006，
pp.27―30）。
米国では 1970年代から 1980年代にかけて企業不祥
事が多発した。その結果 1977年には海外不正支払防
止法が制定され，1978年の AICPAの『コーエン報告
書』16）では内部統制の機能状況に関する経営者の言明
と公認会計士の関与が望ましいとされた。1985年に
は虚偽的財務報告全米委員会（トレッドウェイ委員
会）が設置され，1987年にその報告書（『不正な財務
報告』）が公表された。
その勧告に基づいて編成されたのがトレッドウェイ
委員会支援組織委員会（Committee of Sponsoring Or-
ganization of the Treadway Commission : COSO）で
ある。COSOを構成するのは AICPA，AAA（アメリ
カ会計学会），IIA（内部監査人協会），IMA（管理会
計士協会），そして FEI（財務担当役員協会）であ
る。COSOが 1992年 9月に公表したのが COSO1（内
部統制に関する統合的枠組み）である。COSO1は 3
つの目的（①業務の有効性と効率性，②財務報告の信
頼性，③関連法規の遵守と 5つの構成要素（①統制環
境，②リスクの評価，③統制活動，④情報と伝達，⑤
監視活動）からなるものである。
COSO1が主要国における内部統制のモデルとなっ
たのは，それまで多面的であった内部統制の定義につ
いて，誰もが依拠しうる総合的・統一的な定義を樹立
し，同時に，内部統制の目的との関係において，企業
の内部統制を評価するための枠組みを提示したからで
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ある。わが国では，2001年の『改訂金融検査マニュ
アル』，2002年の企業会計審議会『監査基準の改訂に
関する意見書』，2005年の企業会計審議会内部統制部
会の『基準案』に COSO1の概念が採用されている。
COSO1が画期的であるのは，第一に「事業体の取
締役会，経営者およびその他の人々によって遂行され
るプロセス」であるとしていること，第二に取締役会
や経営者に言及することによって，コーポレートガバ
ナンスとの接点を確保していること，そして第三に統
制目的として，「関連法規の遵守」（コンプライアン
ス）を明示していることである（鳥羽，2005，p.6）。
これらはリスクマネジメントとの関係においても深い
含意のあるところである。
まず（第一の点），内部統制を「すべての人にとっ
てのプロセス」であるとしている点であるが，これは
現代的 RMの大きな特徴の一つである（図表 2参
照）。次に（第三の点），コンプライアンスを目的に含
めたことは，内部統制とリスクマネジメントの目的と
するところは同じであること，あるいは内部統制は広
義のリスクマネジメントに包含されるものであること
の例証と言える。そして重要なのは第二の点，すなわ
ち「経営者の持ち物」と言われていた内部統制をコー
ポレートガバナンスと関連付けたことである。内部統
制に執行の長たる社長（最高執行責任者）の視点を反
映させるものは，上記 AICPAの定義（1949年）に始
まり，COSO1の後もカナダ勅許会計士協会の CoCo
報告書（1995）があり，日本でも同様の考え方が定着
している（鳥羽，2005，p.6）。それに対して，COSO
1ではコーポレートガバナンスの概念を取り入れてい
るのが画期的とされる所以である。
それは端的にいえば，内部統制は誰が何のために行
うものかという問題である。もともと内部統制には，
公認会計士が診査（sampling/testing）の範囲を決定
する際にそれを参考にするという一面があった。そう
であれば直接的には経営者のために行われる内部統制
であるとしても，間接的には株主等外部者のための役
割も担っていたと言うことは可能である。しかし，
COSO1において「株主のためにも行われる」もので
あることが明示的に盛り込まれたことには大きな意義
がある。この点において内部統制は，株主もしくはそ
の代理人としての取締役会が経営者リスクをコント
ロールするための有力な手段となりうるのであり，内
部統制もコーポレートガバナンスもリスクマネジメン
トあるいはリスクコントロールのプロセスであるとい
うことになろう。
2003年 7月，COSOは COSO2（全社的リスクマネ
ジメント）を公表した。COSO1ではリスクマネジメ
ントが内部統制の構成要素であったが，この COSO2
では逆に内部統制はリスクマネジメントの構成要素で
あるとされた（図表 6参照）。そして目的に「戦略」
が，構成要素に「目的の設定」「事象の特定」「リスク
対応」が加えられ，目的が 3項目から 4項目に，構成
要素が 5項目から 8項目に増加した。これは内部統制
を経営全体にまで拡張しようとするものであり，それ
を行うのにリスクマネジメントの枠組みを用いるとい
うことである。これまでみてきたとおり，経営レベル
でのリスクマネジメント，あるいはその上位にある経
営者リスクのリスクマネジメントを考えれば，内部統
制は当然にリスクマネジメントの一部となるべきもの
である。内部統制とリスクマネジメントの関係が改め
て明確にされたことはきわめて有意義なことである。
4．2 内部監査とリスクマネジメント
内部監査は内部統制のルーツであり，モニタリング
機能であり，内部統制の一部をなすものである。した
がって内部監査の生成発展は内部統制のそれと重ね合
わせてみることができる17）。米国で内部監査の制度が
確立されたのは 1910年代から 1920年代であり，内部
監査人協会が創設されたのは 1941年である。わが国
でも 1950年前後には多くの企業が内部監査を実施す
図表 6 COSO1と COSO2の関係（1）
出所：杉野（2007），p.43 の図表 4
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るようになったが，内部監査人の数などは米国とは大
きな開きがあった（青木，1984，p.54，p.137）。内部
監査は 1957年の『内部監査人の責任に関する意見書』
では「経営者へ奉仕する」ものであったが，1981年
の『内部監査の責任に関する意見書』では「経営者へ
の奉仕」が「組織体への奉仕」へと改訂された。
さらに IIAの 1999年の定義では「組織体の運営に
価値を付加し，改善するために行われる独立の客観的
保証およびコンサルティング活動」であり，「目標達
成のために，リスクマネジメント，統制およびガバナ
ンス・プロセスの有効性の評価，改善を行う」ことで
あるとされた。また IIA基準の用語集によれば，リス
クマネジメントは組織体の目標達成に貢献するもので
あり，統制はそのための手段であり，ガバナンスの主
体は取締役会であるとされている（松井，2006，
p.18）。
1999年の定義が上述のようなものになった背景に
は，内部監査の世界で起きたパラダイムのシフトが
あった。McNamee and Selim（1998, pp.1―2）によれ
ば，内部監査とリスクマネジメントのかかわりに関す
る歴史は少なくとも 1970年代の初頭にさかのぼるこ
とができる。そして 1980年代末からの 10年間に，現
代的 RMが勃興したのと時期を同じくして，内部監
査においてもコントロールを中心とするものからリス
クに重点をおくものに変わるという二度目のパラダイ
ムシフトが起きた18）。それがリスクマネジメントと内
部統制の関係が融合とも言うべきものになった所以で
ある（杉野，2007）。すなわち内部監査がリスクベー
スのものとなったのは，コーポレートガバナンスに責
任をもつ経営者や取締役会に対して，リスクマネジメ
ントに関して正確で客観的かつ時宜を得た報告をする
ことが内部監査人に求められたからである
（McNamee and Selim, 1998, p.15）。
さらに現代的 RMの実践に関して示唆に富む事実
がある。それは現代的 RMの導入に成功した米国の
先進的企業の中には，内部監査人がそれを主導したと
いう事例があることである（杉野，2007，pp.44―
45）。内部監査人が現代的 RMの導入を担うというの
は，内部監査がリスクマネジメントの観点から行われ
るようになったからである。会計や業務の監査にリス
クマネジメントの視点が加わるというのは，監査人が
経営者の立場にたって業務の遂行をチェックし，評価
することにつながる。これはもっぱら客観的・規範的
な評価を旨とする監査においては大きな発想の転換を
伴うものであった（Walker et al., 2002, p.27）。
つまり内部監査人が ERMの実践を主導したという
図表 7 内部監査のパラダイムシフト
旧パラダイム 新パラダイム
「内部統制」に焦点を当てる 「ビジネスリスク」に焦点を当てる
「検証機能」が中心 「検証機能」＋「コンサルティング機能」
事後対応的 同時進行的
一方的 相互作用的
断続的監視 継続的監視
経営管理の一部（戦略を観察） 経営戦略と一体化（戦略へ参加）
「リスク要因」中心のリスク評価 「シナリオ計画」重視のリスク評価
改善勧告は「内部統制」
強化
費用対効果
効率性・有効性
改善勧告は「リスクマネジメント」
リスクの回避・分散
リスクの共有・移転
リスクのコントロール・受容
「機能的統制手続」志向の報告書 「プロセス・リスク」志向の報告書
役割は「独立の評価機能」 役割は ERMとコーポレートガバナンス
出所：杉野（2007），p.41の図表 3。McNamee and Selim（1998），p.5の表 0．1を一部修正。
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事例から言えることは，内部監査のパラダイムシフト
があってそれが可能になったのか，もしくはそれに
よって内部監査のパラダイムシフトが生じたかという
ことである。これは鶏と卵の関係のようなものであ
り，要は両者の結びつきがパラダイムシフトであっ
た。内部監査における新旧パラダイムを対比すると図
表 7のとおりである。
4．3 財務諸表監査とリスクマネジメント
会計プロフェッションとリスクマネジメントのかか
わりということでは，そもそも財務諸表監査とリスク
マネジメントの関係はいかなるものであったかにも言
及しておく必要がある。先に内部監査におけるパラダ
イムのシフトについて述べたが，財務諸表監査におい
ても，コントロールアプローチからリスクアプローチ
（監査リスクアプローチ）へと，さらには監査リスク
アプローチからビジネスリスクアプローチ（以下
「BRA」と表記）へと変化するパラダイムのシフトが
あった19）。
財務諸表監査において「リスクアプローチ」という
とき，それには伝統的なものと現代的なものと二通り
の意味がある。前者は「監査リスクアプローチ」であ
り，単にリスクアプローチという場合にはその意味の
ことが多いが，ここでは「監査リスクアプローチ」と
呼ぶことにする。後者は「ビジネスリスクアプローチ
（BRA）」である。監査リスクアプローチとは監査の有
効性と効率性を高めるために，監査ミスが生じやすい
事項を重点的に監査することであり，わが国では平成
3（1991）年頃から採用され，平成 14（2002）年の
「監査基準の改訂に関する意見書」によって明確化が
図られた。米国で監査リスクアプローチへのシフトの
背景としてあったのは，第一に会計事務所に対する職
業賠償責任訴訟が頻発したこと，すなわち監査リスク
アプローチの採用には訴訟対策としての意味合いが
あったこと，第二に会計事務所の大規模化による競争
の激化があり，監査をより効率的なものにする必要が
あったことである（神戸大学会計学研究室，2007，
pp.1186―1187）。
監査リスクとは「監査人が財務諸表の重要な虚偽の
表示を看過して誤った意見を形成する可能性」であり
（2002年監査基準），監査業界で監査リスクの高い会
社とは「重要な虚偽表示を生じさせる可能性が低くな
い会社で，主に内部統制が脆弱なため，外部監査人と
して，通常実施すべき監査手続だけでは重要な虚偽表
示が発生した場合にそれを発見できない可能性があ
る」と判定される会社である（浜田，2008，p.382）。
すなわち監査リスク（Audit Risk : AR）とは「固有リ
スク（Inherent Risk : IR）」「統制リスク（Control Risk :
CR）」「発見リスク（Detection Risk : DR）」の 3つか
らなり，それらの関係は「AR＝IR×CR×DR」という
関係式で表される。そして固有リスクと統制リスクの
水準を評価し，発見リスクのあるべき水準を決定する
（たとえば IRと CRが高い場合には，DRを低く抑え
るために監査手続を強化し，IRと CRが低い場合に
は DRはその分高くてもよく通常の監査手続でよいな
ど）というのが監査リスクアプローチの基本である。
BRAにおけるビジネスリスクとは「企業がその事
業目的を達成できない可能性」であり，BRAとはそ
うした事業目的の達成を妨げる経営戦略上のリスクを
重視するアプローチのことである。それは監査リスク
アプローチに比べて，対象とするリスクがきわめて広
義のものとなることを意味する。BRAは，リスクマ
ネジメントのパラダイムシフトがあったのと同じ
1990年代に米国の大手会計事務所によって始められ
たものである。新しいマネジメント手法の誕生の裏に
は複雑でダイナミックな社会や経済の変化があるもの
であり（Power, 2007, p.379），米国で BRAが生まれ
た要因についてもさまざま事情が考えられる。
たとえば①監査の有効性と効率性を日々向上させよ
うとする努力があったこと，②従来の監査リスクアプ
ローチに問題が生じたこと，③会計事務所が大規模化
し競争が激化したこと，③ 1990年代を通じて監査報
酬が減少し，コンサルティング収入が増加したこと，
その結果，監査部門の威信の低下があったこと（図表
4参照），さらには⑤会計事務所の差異化を図ること
や20），監査以外の顧客サービスにつなげる必要があっ
たこと（神戸大学会計学研究室，2007，p.1006），あ
るいは⑥ 1990年代に「監査のコモデティ商品化
（commoditization of audit）」と「リスクマネジメント
の発達」があったことなどである（Knechel，2007，
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p.385）。
「リスクマネジメントの発達」が BRA誕生の要因で
あったというのは，この論文のテーマに直接関連する
重要な指摘である。しかも Knechel（2007, pp.388―
389）が言う「リスクマネジメントの発達」とは 1992
年に COSO1が世に出されたことであり，大変興味深
いものがある。COSO1では，「リスクの評価」が 5つ
の構成要素の一つであったが，かつては「COSO1」
イコール「リスクマネジメント」であるとのコンセン
サスはなかったように思われる（杉野，2007）。わが
国でも会社法の分野では「内部統制」イコール「リス
クマネジメント」であったが，COSO1とリスクマネ
ジメントは別のものと理解されていた21）。いずれにし
ても Knechel（2007 pp.388―389）によれば，財務諸表
監査とリスクマネジメントの関係において COSO1の
登場は劇的なものであり，それはリスクマネジメント
の概念を監査の世界に深く浸透させるものであった。
BRAは大手会計事務所においてそれぞれ別個に開
発されたものであるために，その方法論については標
準的なものがあるわけではない（Knechel, 2007,
p.385）。共通するのは，「戦略の分析→戦略リスクの
評価→ビジネスプロセスの分析→ビジネスプロセスの
評価→リスク対応と残余リスクの評価→残余リスクに
焦点を当てた監査→監査意見の形成とフィードバッ
ク・助言」という思考法である（Knechel, 2007,
pp.394―395 ; Robson, 2007, pp.411―412；小澤，2008b，
pp.248―249）。BRAにおいてとくに重要なのは残余リ
スクの水準を決定することである。それは残余リスク
が「固有のリスク」と「統制環境（control environ-
ment）」を反映するものであり，その統制されていな
い残余リスクが経営者の不適切な行動を誘引するリス
クとなる可能性があるからである（Knechel，2007，
p.395）。
上記の思考法は，「状況の確定→リスクの発見→リ
スクの分析→リスクの評価→リスクの処理→監視と見
直し」（AS/NZS 4360 : 2004），あるいは「内部環境→
目的の設定→事象の識別→リスクの評価→リスクへの
対応→統制活動→情報と伝達→モニタリング」
（COSO2）といった現代的 RMの思考法と同様のもの
である。ちなみにリスクアプローチにおける新旧のパ
ラダイムを対比させたものが図表 8である。旧パラダ
イムでは経理・財務・内部監査の担当であったのが，
「全社員の担当」となり（小澤，2008a，p.147），対症
療法的な対応であったのが，「事前計画的な対応」と
なり，リスクの源泉は人であるとしていたのが，「プ
ロセス」であることなど，現代的 RMの特徴をよく
図表 8 ビジネスリスク・コントロールの新旧パラダイム
旧パラダイム 新パラダイム
リスクの評価は定期的に行う。 リスクの評価は継続的なプロセスである。
リスクマネジメントは経理・財務・内部監査
部門の責任である。
リスクマネジメントは全社員の責任である。
各機能は独立している。
互いに連携，コーディネートし，経営層の監
督のもとにある。
コントロールはファイナンシャル・リスクに
焦点を合わせる。
コントロールはビジネスリスクに焦点を合わ
せる。
ビジネスリスクをコントロールするための方
針はトップの支持もなく徹底されていない。
正式の方針がトップと取締役会によって承認
されており，社内に徹底されている。
ビジネスリスクへの対応は対症療法的であ
る。
ビジネスリスクへの対応は事前計画的であ
る。
無能な人がリスクの源泉である。
効果的でないプロセスがリスクの源泉であ
る。
出所：Robson et al., 2007, p.413, Fig.2
原典：KPMG : http.//www.kpmg.co.cr/English/assurance.htm
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表すものである。BRAとは現代的RMあるいはCOSO
2の思考法に準拠するものであると言える。
わが国でも平成 17（2005）年の監査基準改訂に
よって「事業上のリスク」を考慮したリスクアプロー
チが導入されることとなった。そこでは BRAは「内
部統制を含む，企業及び企業環境を理解し，これらに
内在する事業上のリスク等が財務諸表に重要な虚偽の
表示をもたらす可能性を考慮する」ものであり，「財
務諸表全体のレベルと財務諸表項目のレベルで財務諸
表における重要な虚偽表示のリスクを評価し，そのリ
スクの程度に応じて，監査計画を策定する」ものとさ
れている（改訂基準第三実施基準―2）。また BRAでは
固有リスクと統制リスクが重要な虚偽表示のリスクと
いう概念に結合されて「監査リスク＝重要な虚偽表示
のリスク×発見リスク」という等式で表される。
BRAは「経営者の視線で事業上のリスクを評価す
る」ものであり（市川，2005，p.36），その特徴は①
幅広い事業上のリスクを評価対象とすること，②トッ
プダウン・アプローチの監査であること，そして③事
業の遂行プロセスに注目することであり（松本，
2005，pp.61―62），従来のリスクアプローチをもとに
「より効果的，かつ実践的な手法に変更したもの」で
ある（山浦，2005，p.51）。これは監査の失敗は監査
リスクというよりは「グローバリゼーション，IT化
などの事業環境の変化や経営者レベルの問題によるも
の」との認識に基づくものであり（松本，2005，
p.60），経営戦略上のリスクがそれだけ重要なものに
なっているということの証である。
BRAによって監査人はより広く深くリスクマネジ
メントに関与することになるであろう。ちなみに最近
の監査論のテキスト（伊豫田他，2008）では全 9章中
の 2章，頁数にして全体の 5分の 1がリスクアプロー
チ，リスク評価，リスク対応の関係に当てられてお
り，リスクアプローチは「現在の財務諸表監査におけ
る監査意見形成の概念フレームワークである」とされ
るとおりである（伊豫田他，2008，p.137）。
4．4 内部監査人による実践の事例
米国・カナダの企業で内部監査人が ERMの導入に
関与した事例として参考になるのは Walker et al.
（2002）である（図表 9）。3人の共著者はいずれも会
計学の博士号をもつ公認会計士である。3人は同じく
事例研究の姉妹書である Barton et al.（2002）を著し
ている。Barton et al.（2002）の事例研究（チェース・
マンハッタン，デュポン，マイクロソフト，UGG，
ユノカル）から得られた知見は，①どの企業にも当て
はまる決まったやり方というものはない22），②トップ
のコミットメントが不可欠である，③スタッフ機能で
はなくライン機能である，④組織や手続きというより
はネットワークとプロセスの問題である，⑤リスクの
定量化が重要な役割を担う23），そして⑥ ERMを組織
の統合原理にするということである（杉野，2007，
図表 9 ERMの体制と特徴
最高監査責任者 タイトル 内部監査→ERMへの道
カナダ
ポスト
Carmen Lapo-inte
Young
Corporate
Auditor
リスクとコントロールの評価を指示された。
独自の ERMプロセスを開発。
ファースト
エナジー
Dave Richards AuditChief
内部監査をコンサルティング型に変更。
問題解決策を提案。
ゼネラル・
モーターズ
JacquelineWagner GeneralAuditor
ERMの信奉者。
Wagnerが全体の責任者（owner）。
ユノカル Karl Primm GeneralAuditor
内部監査をリスクベースへ変更。
ERMコンサルタントを 2名雇用。
ウォルマート John Lewis Chief AuditExecutive, VP
内部監査部門の Best Practiceを採用。
サイロ型→統合アプローチへ変更。
出所：杉野（2007），p.45の図表 6。Walker et al．（2002），p.13の Figure 21を修正。
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pp.44―45）。
Barton et al.（2002）ではコンサルタントを起用した
り，内部監査部門が支援をしたりしているが，
Walker et al.（2002）では内部監査人が ERM導入の責
任者となっている（図表 9）。なぜリスクマネジャー
でなく内部監査人なのか。それは ERMが伝統的なリ
スクマネジメントとは非連続のものである，あるいは
少なくともそのような一面があるからである。そして
内部監査人は，その業務が「リスク」と「コントロー
ル」にかかわるものであり，なおかつ事業内容や事業
目的についての知識が豊富だからである（Walker et
al., 2002, p.5）。
Walker et al.（2002）の事例研究から参考となるの
は以下のような点である（杉野，2007，p.45）。
① 同じ内部監査人によるものであっても，その実
践の内容は一様ではない。それは ERMが企業文
化や既存のマネジメントシステムなど「すでにあ
るもの」の上に構築されるべきものだからである
（Walker et al., 2002，p.32）。
② 内部監査人の役割は ERMを促進させること
（facilitation）で あ り，自 ら が ERMの 責 任 者
（process owner）となることは通常はない
（Walker et al., 2002, p.19）。
③ 内部監査人がリスクの評価をすることはない。
リスクの評価は現業部門（subject matter expert）
に任される（Walker et al., 2002, p.19）。
④ ERMを社内に浸透させるための方法として
は，リスクワークショップが一般的である
（Walker et al., 2002, pp.21―22）。ワークショップ
の司会進行は，ERMコンサルタントか，内部監
査人が学習をして行う（Walker et al., 2002, p.198）
⑤ 内部監査人は ERMの報告を取締役会（監査委
員会）に対して行う（Walker et al., 2002, pp.26―
27）。
5 むすびにかえて―会計プロフェッションの役割―
企業リスクマネジメントは「伝統的 RM」と「現代
的 RM」からなるという二元論をもとに論を進めてき
た。しかし企業リスクマネジメントを構成するものと
しては，たとえば①保険系のリスクマネジメント，②
安全系のリスクマネジメント，③金融系のリスクマネ
ジメント，④会計系のリスクマネジメントそして⑤戦
略系のリスクマネジメントなどといった分類も可能で
ある。保険系のリスクマネジメントと安全系のリスク
マネジメントは純粋リスクを対象とする点においては
伝統的 RMであろう。金融系と会計系と戦略系のリ
スクマネジメントは，投機的リスクを対象とするので
現代的 RMの範疇と言える。ただし金融系のリスク
マネジメントは金融機関や企業の財務部門におけるリ
スクマネジメントとして独自に発展してきたものであ
り，それが個別の分野や部門におけるリスクマネジメ
ントにとどまるならば現代的 RMということはでき
ない。
このように多角的に発展しつつある企業リスクマネ
ジメントをすべて二元論で割り切ることはできない
が，企業リスクマネジメントの大きな流れを捉えると
いう意味では有用な分類方法である。そしてその二元
論の背景にあったのは，新しいリスクマネジメントは
「なぜ伝統的 RMの土壌から生まれなかったのか」ま
図表 10 会計プロフェッションとリスクマネジメントの関係
1970年代 1980年代 1990年代 2000年代
Consulting ERMの提唱
監査 ARM RA BRA
内部監査 RA ERMの実践
内部統制 COSO1 COSO2
RM 伝統的 RM 現代的 RM
注：ARM＝監査リスクモデル，RA＝リスクアプローチ
121企業リスクマネジメントの史的展開に関する一考察
COSO2（現代的RM）
伝統的RMCOSO1
た「なぜ米国ではそれほど浸透していないのか」とい
う疑問である。伝統的 RMは実務において重きをな
し，現代的 RMは理論と実務において発展的である。
伝統的 RMの隆盛が損害保険の発達とともにあり，
保険プロフェッションが中心的な役割を担ったことは
この論文の前半部分で検証したとおりである。一方，
現代的 RMの進展に関しては，会計プロフェッショ
ンの関与が重要であり，この論文で検討した内容をま
とめて図示すると図表 10のとおりである。
会計プロフェッションの役割とは，コンサルティン
グ部門による「ERMの提唱」，内部監査人による
「ERMの実践」，監査人による「監査の世界への ERM
の浸透」である。内部統制は会計プロフェッションの
世界とリスクマネジメンの世界を融合させる触媒のよ
うな機能を果たすものと言える。そして図表 10が示
唆するのは，COSO1（狭義のリスク）が COSO2（広
義のリスク）になるまでには「BRAの開発・実践」
や内部監査人による「ERMの実践」という「熟成期
間」を要したということである。COSO1と COSO2
の関係については，図表 6に示したとおりであるが，
ここに述べたような COSO1 が COSO2になる過程
を図示すれば図表 11のごとくである。
わが国では内部統制の法制化や監査基準の変化も
あって会計プロフェッションを質量ともに拡充するこ
とが急務となっている。その内部統制とはリスクマネ
ジメントのことであり，さらに監査基準に導入された
BRAはより高度の内部統制（福川，2006，p.89），す
なわち現代的 RMを前提とするものである。それゆ
え現代的 RMにおける会計プロフェッションの役割
はますます重要になるであろう。
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注
1） COSO（1992）.
2） COSO（2004）.
3） 現代でもリスクマネジメントの中心は保険管理であるこ
とについて亀井（1992，p.200）参照。
4） 保険購入者団体の設立をめぐる事情や変遷の歴史につい
て は，武 井（1983，pp.195―196），石 名 坂（1994，pp.4―
5），藤田（1997，pp.59―60），Tuan（1985，p.117）参照。
5） 日本においては大学人が重要な役割を担ったこと，アメ
リカの大学人の活躍は初期の発展には重要であったが，
1967年をピークに低調であることについて Snider
（pp.163―164）参照。日本の状況と，「理論ではアメリカの
水準を抜いている」ことについては亀井（1992，pp.189―
190，p203）参照。さらに米国流のリスクマネジメントが
日本に定着しない理由については杉野（2003，pp.153―
154）を参照。
6） リスクマネジメント協会―日本 RIMS支部・日本 CTO協
会―（http : //www.arm.gr.jp/tokuten.html）.
7） リスクマネジメント協会―日本 RIMS支部・日本 CTO協
会―（http : //www.arm.gr.jp/rims.html）.
8） www.cpcusociety.org
9） AICPCUは 1993年以降の名称であり，それ以前は Ameri-
can Institute for Property and Liability Underwriters, Inc.と
呼ばれていた。
10）現在では IIAと AICPCUはその役員と従業員の多くを共
有している。
11）米国保険市場におけるアンダーライティング・サイクル
の問題については Rejda（2005，pp.66―68）参照。
12）キャプティブに支払った保険料に関して損金計上の是非
が争われた Beach Aircraft Corporation v. United States of
America, 84―2USTC9803（D.C.Kan. 1984）による（森宮，
1997，pp.207―210）。
13）Trends andEmergingPractices inEnterpriseRiskManagement,
Tillinghast―TowersPerrin for the Instituteof InternalAuditors
とEnterprise RiskManagement in the Insurance Industry:2000
Benchmarking Survey Report, Tillinghast―Towers Perrinで
ある。
14）http : //www.tohmatsu.co.jp/news/2004/press1209.shtml
15）Lam（2003，pp.49―50）によれば，CROの報酬は 100万
ドルを超える例もあり，CROの数は 300人以上と推測さ
れるとのことである。報酬の額は企業規模に比例するの
で，大企業の役員ともなれば 100万ドルを超えていても
おかしくはない。
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16）公認会計士監査と会計プロフェッション改革のための青
写真を提示したアメリカ会計プロフェッション史上，最
も重要な報告書の一つである（鳥羽，2005，p.18）。
17）内部監査の生成と発展の歴史，および内部監査と内部統
制の関係については青木（1984，pp.39―77）参照。
18）一度目のパラダイムシフトは，1941年に Victor Brinkが
内部統制の概念を紹介し，焦点がそれまでの reperform-
anceから controlへ変化したときのものである（McNamee
and Selim, 1998, xiii頁）。
19）監査リスクアプローチへとシフトしたのは米国では 1980
年代初頭，わが国でも 1990年代初頭には採用されるよう
になった（小澤，2008a，p.145）。米国で監査リスクのモ
デルが正式に開発されたのは 1970年代，それが 1983年
にアメリカ公認会計士協会（AICPA）の監査基準書第 47
号（SAS47号）「監査を実施する際の監査リスク及び重要
性」に結実した（Knechel, 2007, p.388）。
20）そのため特定の監査事務所による財務諸表監査にとって
望ましいアプローチを，監査基準によって他の監査事務
所に要求することは困難である可能性がある（福川，
2006，pp.88―89，原注：Lemon et al. 2000, p23）。
21）2003年に経済産業省の内部統制に関する研究会は「リス
ク新時代の内部統制―リスクマネジメントと一体となっ
て機能する内部統制の指針」を公表した。「一体となって
機能する」というのは両者は別のものとの前提があった
ものと思われる。
22）DeLoach（2000, xiii頁）によれば，“EWRM is not a ‘one―
size―fits―all’ solution.”である。
23）金融機関における（あるいは金融リスクに関する）定量
化の技術は一般の事業会社や非金融リスクにも移植され
つつある（DeLoach, 2000, p.13）。
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